
納　 税

義務者

該

当

地方税法附則第１５条の９第１項

　 根拠法令 地方税法附則第１５条の９の２第１項

　　※　耐震改修が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由

上記のとおり、関係書類を添えて申告します。

年　　　　　月　　　　　日

（あて先）　　山形市長

住　　所

（所在地）

申告者

氏　　名

（名　称）

（添付書類） 1

2

3

4 長期優良住宅の「認定通知書」の写し（耐震改修により認定長期優良住宅に該当する
こととなった場合）

住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額申告書

　　　　　　年　　　　月　　　　日

所　　　　　在

年　　月　　日

耐震改修に

家　 屋 　の

家

（名称）

家屋番号 構　造

家　 屋 　の

建築年月日

種　類

　　　　　　年　　　　月　　　　日

円

登記年月日

耐震改修完了

屋

「増改築等工事証明書」または「住宅耐震改修証明書」または「建設住宅性能評価書
（写し）」
※耐震改修により認定長期優良住宅に該当することとなった場合は「増改築等工事証
明書」に限る
増改築等工事証明書が登録された建築士事務所に属する建築士によって発行された
ときは、その建築士免許証の写しまたは免許証明書の写し
耐震改修に要した費用の額が１戸あたり５０万円超であることを証する書類
※１の証明書により改修費用が証明される場合は不要

住　　　所

（所在地）

床面積（㎡）

減額該当の

要した費用

氏　　　名

　　　　　　年　　　　月　　　　日


